
 
本道の企業立地動向 

 

■企業立地件数 

・本道の企業立地件数は、感染症の影響により令和２年度に 62 件まで落ち込んだものの、その

後は回復に転じ、令和４年以降は概ね 100 件前後で推移している。 

・製造業では、食関連分野を中心に立地が続いており、食品工業は高い水準で推移している。 

   ＜立地件数の推移＞ 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

合計 106 100 102 94 62 87 98 103 100 93 

製造業 68 63 71 52 44 50 44 51 57 45 

 加工組立型 15 16 19 11 4 8 12 10 13 13 

 食品工業 36 33 32 24 24 29 18 28 38 30 

  その他製造業 17 14 20 17 16 13 14 13 6 2 

産業支援サービス 21 11 22 24 13 24 39 28 14 6 

その他 17 26 9 18 5 13 15 24 29 42 

※本件数は、道が独自に集計したもので、企業の立地表明や工

場の着工・竣工・稼働を確認した案件を計上。対象は、製造業、

産業支援サービス（IT産業やデータセンター等）のほか、再生可

能エネルギー関連産業、自然科学研究所、高度物流施設、植

物工場。 

      
※その他の主なもの    

 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

電気業 13 12 21 

物流関連施設 10 16 16 

   

 

■最近の企業立地の特徴 

○GX 関連産業の立地拡大（R5 年度 19 件→R6 年度 17 件→R7 年度 28 件） 

・北海道の豊富な再生可能エネルギーを背景に、再エネ発電所や蓄電施設のほか、蓄電池製造工

場、再エネ電力を活用したデータセンターなど GX 関連産業の立地が増加している。 

・松前沖・檜山沖が再エネ海域利用法に基づく促進区域に指定され、洋上風力関連の産業集積に

向けた動きが進められている。 

・北海道・札幌「GX/AI 金融・資産運用特区」の決定に加え、国において「GX2040 ビジョン」の

策定や「GX 戦略地域制度」の創設など、GX 産業集積に向けた政策が進められており、本道へ

の関連投資の拡大が期待される。 

○半導体関連産業の立地拡大（R5 年度 5件→R6 年度 11 件→R7 年度 5件） 

・Rapidus 社の次世代半導体製造拠点立地を契機として、半導体関連産業の立地が増加しており、

令和９年の量産製造開始に向けて、関連部材企業や製造装置のメンテナンス企業、研究開発拠

点、物流拠点の立地など裾野産業も含めた集積が進んでいる。 

・国において、AI・半導体分野への官民投資強化が進められており、今後も本道への関連投資の

拡大が期待される。 

○食関連産業の立地が堅調（R5 年度 28 件→R6 年度 38 件→R7 年度 30 件） 

  ・北海道ブランドや良質な水、豊富な農水産資源を背景として、食関連産業の立地は引き続き堅

調に推移している。原料産地に近接した食品加工工場の立地に加え、ワイナリーやウイスキー

蒸留所など多様な酒類製造業の立地が継続している。 

・気候変動に伴う農業適地の北上、いわゆる「北進化」を背景に、将来的な生産拠点として本道

を選択する動きも見られており、食料供給拠点としての本道の重要性が高まっている。 
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